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持続可能な交通システムの実現のためには，過度な自動車利用の抑制が課題として挙げられる．エコ通勤

の促進のためには，自動車利用を除く交通手段のサービス水準向上だけでなく，交通行動者の環境問題に

対する意識（エコ意識）が重要となる．このエコ意識は，他者の影響により変動するものと考えられる．

本研究では，マルチエージェントシミュレーション（MAS）モデルにより，各種エコ通勤促進策の効果を

計測し，その影響について分析する．このため，地方都市郊外部への通勤者を対象とした意識調査に基づ

いて，環境意識の局所的相互作用の構造を，構造方程式モデリングを用いて同定した．この局所的相互作

用の構造を，環境意識を要因とした通勤交通手段転換モデルと組み合わせ，MASモデルとして統合した．

このMASモデルを用いて，エコ通勤促進策の影響による環境意識と通勤交通手段の推移について推計した．

これより，局所的相互作用による環境意識の変遷が通勤交通手段転換行動に及ぼす影響を計測することが

可能となった． 
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1．はじめに 
 

 持続可能な低炭素型交通システムの実現のためには，

自動車技術の革新による温室効果ガスの排出量抑制だけ

でなく，過度な自動車利用の抑制が課題として挙げられ

る．このため，代替交通手段となる公共交通，自転車な

どの交通サービス水準の向上を図るとともに，地球環境

問題への認識を深めることによりモーダルシフトを促進

する必要がある．このような自動車利用に関わる環境意

識は，他者の影響により変動するものと考えられ，社会

的な相互作用の影響を考慮する必要がある． 

 このような観点から既往研究において，環境意識の局

所的相互作用を考慮した通勤交通手段転換についてのマ

ルチエージェントシミュレーション（MAS）モデルが

提案されている 1)．この既往研究では，交通社会実験に

おけるアンケート調査を用いて，環境意識を要因とした

通勤交通手段転換モデルを構築することで，通勤交通手

段転換に及ぼす環境意識の影響を表現できるものとなっ

ている．しかしながら，環境意識の局所的相互作用に関

しては，現実社会の実態と整合した構造が表現されてい

ることを検証する課題が残されている． 

 一方で，筆者らは環境意識と通勤交通手段転換に関す

るアンケート調査より得られたデータを用いて，個人の

環境意識，身近な人の知覚環境意識，世間一般の知覚環

境意識の相互作用の構造について分析を行っている 2)． 

そこで本研究では，意識調査に基づいて環境意識の局

所的相互作用の構造を同定し，環境意識を要因とした通

勤交通手段転換モデルと組み合わせ，MAS モデルとし

て統合することで，各種エコ通勤促進策の影響を計測可

能とすることを目的とする．このため，徳島市郊外従業

者へのエコ通勤バス運行に関するアンケート調査に基づ

いて，通勤交通手段転換と環境意識およびその局所的相

互作用の関係について構造方程式モデリングを用いて分

析する．この分析結果に基づいて，環境意識に関する局

所的相互作用を考慮し，エコ通勤促進策を検討するため

の MAS モデルを構築する．この MAS モデルを用いて，

エコ通勤促進策の影響による環境意識と通勤交通手段の

推移について推計する．これより，個々のつながり（局
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所的相互作用）を考慮した環境意識の変遷が通勤交通手

段転換行動に及ぼす影響を計測することが可能となる． 

 

 

2．環境意識構造と交通手段転換要因に関する分析 
 
 ここでは，環境意識と交通行動についてのアンケート

調査結果を用いて，局所的相互作用を考慮した環境意識

構造について分析するとともに，環境意識を要因として

考慮した通勤交通手段転換モデルを構築する． 

 

(1)  環境意識と交通行動に関するアンケート調査概要 

 既存研究において，エコ通勤シャトルバス運行など

の社会実験の対象となった徳島市北部郊外に位置する今

切工業団地における従業者およびその 18 歳以上の家族

を対象に，とくしま環境県民会議参加企業の協力により，

環境意識と交通行動に関するアンケート調査が実施され

ている．このアンケート調査の概要を表－1に示す． 

このアンケート調査では，個人（被験者自身）の環境

意識・環境配慮行動だけでなく，身近な人（家族・友人

など）および世間一般の環境意識・環境配慮行動につい

ての被験者の認識が質問されている． 

また，エコ通勤交通手段の利用促進策として，自宅の

最寄バス停留所より勤務地までのシャトルバス（エコ通

勤バス）が 1時間に 2本運行されたと仮定した場合の自

動車利用抑制意向について回答が得られている．ここで

の自動車利用抑制意向とは，「自動車通勤を週 1回以下

に抑制すること」としている． 

 

(2) 相互作用を考慮した環境意識の構造分析 

本節では，個人の環境意識と他者の知覚環境意識との

関係を構造方程式モデリング 3)を用いて分析する． 

環境意識と交通行動のアンケート調査では，「環境問

題についての意識」4 項目，「環境配慮行動」4 項目お

よび「地球温暖化防止のための自己犠牲意向」3 項目の

計 11 項目について回答を得ている．環境意識の指標の

一覧を表‐2に示す． 

ここで環境意識についての潜在要因を規定して，潜在

要因間の因果関係を記述する多重指標モデルを構成する

こととする．「環境意識」については，「環境問題につ

いての意識」についての 4項目の観測指標と「環境配慮

行動」についての 4項目の観測指標に影響を与える潜在

変数として規定した．また「地球温暖化防止のための自

己犠牲意向」については，労力使用意向，時間使用意向，

金銭使用意向の 3項目の観測指標に影響をあたえる潜在

変数として規定した．また，「環境意識」にともなって

「地球温暖化防止のための自己犠牲意向」が向上する因

果関係を想定している．また，「個人の環境意識」に対 

表－1  環境意識と交通行動に関する調査概要 

調査 
方法 

企業訪問 
配布回収 

配布 
回収 
状況 

配布数:320票 
回収数:193票 
回収率:60.3% 

調査 
項目 

個人属性，世帯構成， 
自動車保有利用状況 
通勤距離，通勤交通手段 
個人の環境意識 
身近な人の知覚環境意識 
他者の知覚環境意識 
エコ通勤バスの利用意向 

 

表－2 環境意識に関する調査項目 

 

 
図－1  環境意識についての相互作用の構造 

 

して「親近者の知覚環境意識」および「世間一般の知覚

環境意識」が影響を及ぼす構造を想定する．  

以上のように相互作用を考慮して想定した環境意識の

構造についての知覚環境意識の構造について，共分散構

造分析パッケージソフトウエア SPSS19-Amos を用いて

パラメータ推定を行った．統計的に有意でない関係は除

外し，推定結果を標準化し，パス図で表現した結果を，

図－1に示す． 

「個人の環境意識」は，「地球温暖化防止のための自

己犠牲意向」に強い影響を与えていることがわかる．こ

れより，地球温暖化防止のために自己犠牲意向を形成す

るためには，個人の環境意識が高いことが要因となるこ

とがわかる．また「個人の環境意識」に対して，「親近

環境問題についての意識 

地球温暖化への関心 

森林破壊への関心 

排ガス問題への関心 

自動車利用による環境への悪影響の認識

環境配慮行動 

省エネ・再生素材を購入しているか 

ゴミ分別を行っているか 

レジ袋を断っているか 

冷暖房を控えているか 

地球温暖化防止のための

自己犠牲意向 

労力使用意向 

時間使用意向 

金銭使用意向 

労力使用意向

時間使用意向

金銭使用意向

省エネ・再生素材購入

地球温暖化への関心

森林破壊への関心

排ガス問題への関心

自動車利用による
環境への影響の認識

個人の環境意識

地球温暖化
防止のための
自己犠牲意向

0.698

0.830

0.833

0.518

0.792

0.253

0.911

0.697

0.863

親近者の
知覚環境意識

0.606
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者の知覚環境意識」が影響を及ぼすという因果関係が有

意であり，パラメータ標準化推定値も 0.606 と比較的大

きい．一方，「世間一般の知覚環境意識」が「個人の環

境意識」に影響を与えるという因果関係は有意ではない．

これより，世間一般の知覚環境意識から個人の環境意識

への直接的な影響は少ないことが示唆された． 

 

(3) 環境意識を考慮した通勤交通手段転換モデル 

既往研究では，現状の通勤交通手段（RP データ）と，

エコ通勤バス運行時の利用意向（SP データ）を用いて，

通勤交通手段転換モデルが構築されている．このモデル

における交通手段の選択肢は自動車，その他の 2種類で

ある．現況の通勤交通手段選択に関わる要因のパラメー

タ推定結果について，統計的に有意な要因は「一般化費

用」のみであり，係数パラメータ推定値は-0.002（t 値：

-4.547）であった． 

 つぎに，現在運行しているバスよりサービス水準の高

いエコ通勤バスの運行を仮定した場合について，通勤時

の自動車からの交通手段転換の可能性の分析を行う．こ

こでの交通手段転換の可能性は，エコ通勤バス運行時の

自動車利用抑制意向の有無の回答により判断する． 

また関連する通勤者との社会的相互作用を考慮して，

勤務地域におけるエコ通勤バス利用者が多数(90%以上)

の場合における自動車利用抑制意向の有無の回答を，利

用者数が明示されていない場合の回答と合わせて分析し

ている．ここでは要因として「エコ通勤バス利用者数多

数ダミー」を追加して分析している．このダミー変数は，

エコ通勤バス利用者が多数(90%以上)の場合に「1」，利

用者数が明示されていない場合に「0」と設定している． 

統計的に有意な要因のみを選定した通勤交通手段転換

モデルのパラメータ推定結果を表－3 に示す．尤度比は

0.216 となり，モデルの適合度も良好である．また，

「エコ通勤バス利用者多数ダミー」が有意となり，符号

が負であることから，エコ通勤バス利用者が多数の場合，

自動車からの交通手段転換の可能性が高いことがわかる． 

以上のように，関連する通勤者との社会的相互作用

（利用者数の多少）を要因に内包して，環境意識と通勤

交通手段転換との関係をモデル化がなされている． 

 

 

3．マルチエージェントシミュレーションの構成 
 
 ここでは，先行研究 1)を参考としながら，環境意識の

局所的相互作用を考慮した通勤行動マルチエージェント

シミュレーションモデルを構成する． 

 

(1) 仮想社会の構成 

 エコ通勤促進のための交通社会実験 4)が行われた徳島 

表－3 通勤交通手段転換モデルのパラメータ推定結果 

 
 

 

図-2 シミュレーションの全体フロー 

 

市内の特定地域を参考として，仮想社会を構成する．本

研究では，エコ意識に関する社会的相互作用を考慮する

ために，エージェント間の関係を表す概念空間を導入す

る．ここでは，居住地域における配置とは無関係に，

個々のエージェントを概念空間に配置する． 

本研究での MAS モデル全体の基本フローを図-2 に示

す．「エージェント交通手段選択プロセス」および「道

路交通状況推計プロセス」に加えて，本研究では「エー

ジェント環境意識更新プロセス」，「エージェント相互

作用形成プロセス」および「経済的政策調整プロセス」

を含めた構成としている． 

「エージェント交通手段選択プロセス」では，前述の

「通勤交通手段選択モデル」にしたがって，個別エージ

初期対数尤度 -165.0 

最大対数尤度 -129.4 

尤度比 0.216 

要因名称 パラメータ値 t 値 

一般化費用×Θ -0.297 -2.679 

誤差項の期待値 -0.691 -2.357 

50 歳以上ダミー -0.947 -2.656 

夫婦と子ダミー -0.762 -2.333 

労力使用意向ダミー -1.653 -4.482

エコ通勤バス利用者数多数ダミー -1.524 -4.827 

定数項 3.029 5.456 

交通手段選択

CO2排出量
推計

所要時間算定

自動車OD
交通量算定

公共交通
LOS

自動車
LOS

局所的相互作用

環境
意識

エージェント交通手段選択プロセス

道路交通状況
推計プロセス

経済的政策調整プロセス

選択肢集合形成

エージェント相互作用形成プロセス

small world network 個体の関係性

自発的更新

交通環境評価

エージェント
環境意識更新プロセス

個人
属性

経済的政策調整
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ェントの通勤交通手段を決定する．また，「道路交通状

況推計プロセス」では，各エージェントの交通手段選択

結果に基づいて，自動車利用交通量を算定する．この自

動車利用交通量と交通容量の関係から，所要時間を算定

するとともに，走行速度に基づく二酸化炭素排出量原単

位と自動車交通量から，二酸化炭素排出量を算出する．

「エージェント環境意識更新プロセス」では，前述の相

互作用を考慮した環境意識構造モデルにしたがって，個

別エージェントの環境意識を更新する．さらに，「経済

的政策調整プロセス」では，交通管理者が「交通環境評

価」に基づいて経済的政策を調整する． 

これらのプロセスにより，状況を順次更新することで，

day-to-day のシミュレーションを実行し，交通手段選択

状況，道路交通状況および環境意識の推移を観察する． 

 

(2) 相互作用形成プロセス 

交通手段選択の意思決定に関して，社会的相互作用に

よる他の交通行動者の協力率が影響することが明らかに

されている2)．本研究では，エージェントの環境意識は，

関係性の大きいエージェントからのみ直接的な影響を受

けるものと仮定する． 

ここでエージェント間の相互作用を記述するために，

社会的ネットワークにおける既往研究を参照すると，現

実の社会的ネットワークは本質的に非局所的構造特性を

もつとされている．このような現実の社会的ネットワー

クの特徴をもつグラフは，”small world network”と呼ばれ

ている．この”small world network”は，非常にシンプルな

アルゴリズム（WSモデル）で生成できることがWattsら

によって提示されている5)． 

WSモデルにしたがって，概念空間において近接する

すべてのエージェント間を相互にリンクで結節する．本

研究では，概念空間でのエージェントの相互作用の影響

範囲を規定する限界距離Lmaxを設定し，概念空間での距

離 l がLmax以下となるエージェント間を連結する． 

つぎに，一定の確率でリンクを削除して，ランダムに

選択した別のエージェントと連結しなおす．本研究にお

いても，参考文献5)に示されている例と同様に，リンク

の再連結を行う確率を5%と設定している．本研究では，

再連結したリンクの距離は限界距離の1/2と設定する．

このようにして構成された”small world network”では，概

念空間での距離 l によってエージェント間( i, k )の関係性

の大きさݎሾ୧,୩ሿを式(1)のように表現する． 

ሾ୧,୩ሿݎ  ൌ
௅ౣ౗౮ି௟ሾ౟,ౡሿ

௅ౣ౗౮
  (1) 

この関係性の大きさݎሾ୧,୩ሿおよび周囲のエージェントk

の環境意識に基づいて，周囲のエージェントからの影響

の強さݓሾ୧ሿሺtሻを式(2)のように算定する． 

ሾ୧ሿሺtሻݓ ൌ
∑௥ሾ౟,ౡሿ∙൬௘௖௢ሾౡሿሺ୲ሻି௘௖௢ሾౡሿሺ୲ିଵሻ൰

∑௥ሾ౟,ౡሿ  (2) 

これは周囲のエージェントにおける環境意識の変化を

関係性の大きさによって案分し，関係性のあるすべての

エージェントに関しての影響を集積するというものであ

る．したがって，関係性の大きいエージェントの環境意

識の変化が大きい場合には，そのエージェント自身の環

境意識が向上することになる．このように，環境意識に

関して，エージェント間の局所的な相互作用を表現した． 

 

 

4．おわりに 
 

 本研究では，意識調査に基づいて環境意識の局所的相

互作用の構造を同定し，環境意識を要因とした通勤交通

手段転換モデルと組み合わせ，MAS モデルとして統合

した．本研究の成果は，以下のように整理できる． 

1) 構造方程式モデリングを用いて，個人の環境意識と

他者の知覚環境意識の構造について分析した．個人

の環境意識は，親近者の知覚環境意識から影響を受

ける局所的相互作用の構造を検証できた． 

2) サービス水準の高いエコ通勤バス運行時の交通手段

転換について，通勤手段選択モデルを構築した．エ

コ通勤バス運行時には，「地球温暖化防止のための

自己犠牲意向」が，通勤交通手段転換に関わる要因

となることが検証できた． 

3) 環境意識の局所的相互作用を考慮した通勤行動

MAS モデルを構成した．特にエージェント間の関

係性の表現に small world networkを適用した．社会構

成員の関係性の強弱による社会構造の相違によって，

環境意識の変遷に差異が現れ，エコ通勤の促進に与

える影響が観測可能となった． 
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